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1. はじめに 
 暖房・給湯用に多量のエネルギー消費を必要とする北海道におい
ては，高断熱かつ高気密な省エネルギー住宅の普及が進んでいる。 
 しかし，このような住宅においては，暖房空間の広がりや室内温
熱環境の安定化，給湯箇所数の増加などにみられる生活の向上等に
より，エネルギー消費が減少しない傾向が見受けられ，さらなる高
断熱・高気密化の推進，建築計画上の日射利用，室温を下げるなど
の暮らし方の転換，暖房システムの高効率化など，より一層の省エ
ネルギー化を図る必要がある。 
 本調査は，省エネルギーに関心の高い住宅メーカーが提供してい
る工法の異なる高断熱・高気密住宅 5 軒を選定し，高断熱・高気密
住宅におけるさらなる省エネルギー化の方策を検討するために，詳
細なモニター調査を実施したので，その結果を報告する。 
 
2. 実測調査 
2.1 調査対象住宅の選定 
 ハウスメーカー数社に事前に聞き取り調査を行ったところ，北海
道においては，1998 年時点で運用されていた平成 4 年の省エネルギ
ー基準を上回る性能の住宅が既に建設されており，さらに引き続き
高断熱・高気密化が進められているとのことであった。そこで，本
調査では，平成 4 年基準のⅠ地域の基準である熱損失係数
1.74W/(m2･K)を 1 割程度上回る 1.5W/(m2･K)程度を調査対象住宅の
選定基準とした。札幌では，一般に，140m2程度の高断熱・高気密住

宅で年間の暖房用に1,500L程度（年間単位面積当り10L強の消費量）
の灯油が使用されているといわれており，ここでの選定基準はこれ
を上回る住宅性能を想定したものである。 
 世帯構成については，夫婦と子供 2 名程度の一般的な家族構成とし，
測定期間中に子供が成人して家を出るなどの可能性が少ない高校低
学年以下の子供がいることや，世帯主が地場企業勤務で転勤がない
ことなど，人員構成の変化の可能性が少ない世帯を選定した。また，
構法は在来木造 2 戸，ツーバイフォー2 戸，鉄骨造 1 戸とした。 
2.2 調査世帯の概要 
 選定した調査対象住宅の概要を表 1 に示す。調査対象住宅の建設
年次は，1997 年がＤ邸，Ｅ邸の 2 戸，1998 年がＡ邸，Ｂ邸，Ｃ邸の
3 戸であった。測定開始時に入居して間もない世帯がＡ邸，Ｂ邸の 2
戸，半年経過していたのがＣ邸，1 年半経過していたのがＤ邸とＥ
邸の 2 戸であった。 
2.3 調査方法 
(1)暖房システム測定方法 
 暖房システムにおける計測点と計測間隔を表 2 に，計測フローを
図 1 に示す。暖房システムの計測点は，ボイラから室内への往き返
り温水温度と流量，灯油消費量，ボイラ電力量で，それぞれ 2 分間
隔で計測を行った。 
 温水温度測定はシート状熱電対を用いた。また，灯油消費量測定
はパルス発信機能付の灯油メーターを，ボイラの電力量測定はパル
ス発信機能のついた電力量計を用いた。 
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図 1 暖房システム測定フロー 
 

 
(2)室内温湿度，外気温度 
 北海道のセントラル暖房の住宅では玄関や廊下，洗面，トイレな
どにも温水パネルヒーターが設置されることが多く，住戸全体が暖
房空間となっている。また，廊下や階段などの移動空間は居間空間
と一体とすることも多く，暖房されない非居室は少ない。ここでは，
住戸内の温湿度を代表する空間として，各住宅とも居間，廊下，和
室，子供部屋，寝室等の 4～5 室に小型温湿度ロガーを設置し，30

分間隔で温湿度を測定した。また，外気温度についても，小型温度
ロガーを日射の影響を受けない場所に設置し，30 分間隔で測定した。
ただし，MRT 算出に必要な周壁平均温度測定は，モニターへの負担
が大きいためここでは行っていない。 
(3)気密性能及び換気状況測定 
 各住戸の気密性能測定を減圧法で行った。また，各住戸間の換気
性状の目安として居間を対象にして「ガス濃度減衰法」によって自
然換気回数を推定した。トレーサーガスは二酸化炭素を用いた。 
 さらに，各住戸の機械換気風量の測定を行った。測定は換気風量
測定用のボックスを用い，外壁に設けられた給排気口の風量を熱線
風速計で測定し，風量を算出した。 
2.4 測定期間 
 測定期間は，1998 年 10 月から 2000 年 3 月までである。 
2.5 調査結果 
(1)気密性能と換気性状 
 各住戸の相当隙間面積，居間換気回数，常時の機械換気風量測定
結果を表 3 に示す。相当隙間面積は，Ｄ邸（ツーバイフォー）が最
も小さく 0.33cm2/m2となっており，気密性が高い。次いで，Ａ邸（在
来木造）の 1.13cm2/m2，Ｂ邸（在来木造）1.52cm2/m2，Ｃ邸（ツー
バイフォー）1.72 cm2/m2となっており，Ｅ邸（鉄骨造）は 3.23cm2/m2

と比較的大きな値であった。また，Ａ邸からＣ邸の居間の換気回数
は，機械換気を運転した状態での測定であり，Ｄ邸は，測定器具と
屋外の排気口の形状が折り合わず，測定が出来なかったが，機械換
気は常時行われていた。また，Ｅ邸は，常時，換気を行っていなか
った。測定結果，換気回数は，Ｄ邸とＥ邸は 0.5 回/h となっており，
Ａ～Ｃ邸は 0.2 回/h 未満であった。 

表 2 計測項目と測定器，測定間隔 
計測項目 測定機器 測定 

間隔 
温水温度 シート状熱電対(T-CC 熱電対) 2 分 
ボイラ灯油消
費量 ギヤ式灯油メーター(オーバル:LSN40) 2 分 
ボイラ電力量 積算電力量計（コーナー札幌） 2 分 
温水流量 羽根車式流量計(愛知時計電機:ND20) 2 分 
室内温湿度 小型温湿度ロガー (ティアンドデ

ィ:TR-72) 30 分 

外気温度 小 型 温 度 ロ ガ ー ( テ ィ ア ン ド デ
ィ:TR-51) 30 分 

風量測定 風量測定器(コーナー札幌:KNS-230) － 

表1 モニター住宅の概要 
仕様 Ａ邸 Ｂ邸 Ｃ邸 Ｄ邸 Ｅ邸 
場所 江別市野幌 札幌市新琴似 千歳市文京 江別市見晴台 札幌市東苗穂 
構法 在来木造 在来木造 ﾂｰﾊﾞｲﾌｫｰ ﾂｰﾊﾞｲﾌｫｰ 鉄骨造 

１階床面積 62.94 m2 78.26 m2 66.24 m2 71.50 m2 53.94 m2 
２階床面積 62.94 m2 50.93 m2 59.62 m2 64.05 m2 49.50 m2 

床
面
積 延床面積   125.88 m2 129.19 m2 125.87 m2 135.55 m2 103.44 m2 

熱損失係数 1.49 W/(m2･K) 
（熱橋:未算入） 

1.29 W/(m2･K) 
（熱橋:算入） 

1.40 W/(m2･K) 
（熱橋:算入） 

1.43 W/(m2･K) 
（熱橋:算入） 

1.64 W/(m2･K) 
（熱橋:算入） 

居住開始年月 1998年10月 1998年9月 1998年3月 1997年3月 1997年4月 
家族構成 大人2人,子供2人 

(高校生1，中学生1) 
大人2人,子供2人 
(幼稚園1，幼児1) 

大人2人,子供3人 
(小学生1，幼児2) 

大人2人,子供1人 
（幼児1） 

大人2人,子供2人 
(幼稚園1，幼児1) 

居
住
者 

住まい方 共働き 夫人と子供が在宅 夫人と子供が在宅 共働き(夜勤あり) 夫人と子供が在宅 
周囲の状況 両隣住宅無し 両隣住宅有り 両隣住宅無し 両隣住宅有り 両隣住宅無し 
熱源 灯油 灯油 灯油 灯油 灯油 
定格出力 8.14kW 10.47kW 11.40kW 7.56kW 6.28kW 
循環ポンプ 10L/min×5m 15L/min×5m 40L/min×5m 10L/min×5m 15L/min×5m 
実循環水量 約14 L/min 約8 L/min 約20 L/min 約11 L/min 約15 L/min 
燃焼方式 ｶﾞｽ化比例制御 ｶﾞｽ化2段燃焼 ｶﾞｽ化比例制御 ｾﾐｶﾞｽ化 ｶﾞｽ化2段燃焼 
灯油消費量 0.965～0.405 L/h 1.214～0.728 L/h 1.4～0.9 L/h 0.9 L/h 0.728～0.485 L/h 
消費電力(燃焼時) 72 W 33 W 105 W 150 W 28 W 

暖
房
ボ
イ
ラ 

消費電力(点火時) 600 W 685 W 600 W 165 W 685 W 
放熱器(温水ﾊﾟﾈﾙﾋｰﾀｰ)設
置数 11ヶ所 8ヶ所 11ヶ所 8ヶ所 9ヶ所 

暖
房
機
器 

給湯蛇口個数 4ヶ所 5ヶ所 6ヶ所 6ヶ所 4ヶ所 
換気方式 第3種 第1種 第3種 第3種 第3種 
換気種類 セントラル セントラル セントラル セントラル セントラル 換

気
設
備 

運転 24時間運転 24時間運転 24時間運転 24時間運転 手動ON-OFF 
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図 1 暖房システム測定フロー 
 

 
(2)室内温湿度，外気温度 
 北海道のセントラル暖房の住宅では玄関や廊下，洗面，トイレな
どにも温水パネルヒーターが設置されることが多く，住戸全体が暖
房空間となっている。また，廊下や階段などの移動空間は居間空間
と一体とすることも多く，暖房されない非居室は少ない。ここでは，
住戸内の温湿度を代表する空間として，各住宅とも居間，廊下，和
室，子供部屋，寝室等の 4～5 室に小型温湿度ロガーを設置し，30

分間隔で温湿度を測定した。また，外気温度についても，小型温度
ロガーを日射の影響を受けない場所に設置し，30 分間隔で測定した。
ただし，MRT 算出に必要な周壁平均温度測定は，モニターへの負担
が大きいためここでは行っていない。 
(3)気密性能及び換気状況測定 
 各住戸の気密性能測定を減圧法で行った。また，各住戸間の換気
性状の目安として居間を対象にして「ガス濃度減衰法」によって自
然換気回数を推定した。トレーサーガスは二酸化炭素を用いた。 
 さらに，各住戸の機械換気風量の測定を行った。測定は換気風量
測定用のボックスを用い，外壁に設けられた給排気口の風量を熱線
風速計で測定し，風量を算出した。 
2.4 測定期間 
 測定期間は，1998 年 10 月から 2000 年 3 月までである。 
2.5 調査結果 
(1)気密性能と換気性状 
 各住戸の相当隙間面積，居間換気回数，常時の機械換気風量測定
結果を表 3 に示す。相当隙間面積は，Ｄ邸（ツーバイフォー）が最
も小さく 0.33cm2/m2となっており，気密性が高い。次いで，Ａ邸（在
来木造）の 1.13cm2/m2，Ｂ邸（在来木造）1.52cm2/m2，Ｃ邸（ツー
バイフォー）1.72 cm2/m2となっており，Ｅ邸（鉄骨造）は 3.23cm2/m2

と比較的大きな値であった。また，Ａ邸からＣ邸の居間の換気回数
は，機械換気を運転した状態での測定であり，Ｄ邸は，測定器具と
屋外の排気口の形状が折り合わず，測定が出来なかったが，機械換
気は常時行われていた。また，Ｅ邸は，常時，換気を行っていなか
った。測定結果，換気回数は，Ｄ邸とＥ邸は 0.5 回/h となっており，
Ａ～Ｃ邸は 0.2 回/h 未満であった。 

表 2 計測項目と測定器，測定間隔 
計測項目 測定機器 測定 

間隔 
温水温度 シート状熱電対(T-CC 熱電対) 2 分 
ボイラ灯油消
費量 ギヤ式灯油メーター(オーバル:LSN40) 2 分 
ボイラ電力量 積算電力量計（コーナー札幌） 2 分 
温水流量 羽根車式流量計(愛知時計電機:ND20) 2 分 
室内温湿度 小型温湿度ロガー (ティアンドデ

ィ:TR-72) 30 分 

外気温度 小 型 温 度 ロ ガ ー ( テ ィ ア ン ド デ
ィ:TR-51) 30 分 

風量測定 風量測定器(コーナー札幌:KNS-230) － 

表1 モニター住宅の概要 
仕様 Ａ邸 Ｂ邸 Ｃ邸 Ｄ邸 Ｅ邸 
場所 江別市野幌 札幌市新琴似 千歳市文京 江別市見晴台 札幌市東苗穂 
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１階床面積 62.94 m2 78.26 m2 66.24 m2 71.50 m2 53.94 m2 
２階床面積 62.94 m2 50.93 m2 59.62 m2 64.05 m2 49.50 m2 

床
面
積 延床面積   125.88 m2 129.19 m2 125.87 m2 135.55 m2 103.44 m2 

熱損失係数 1.49 W/(m2･K) 
（熱橋:未算入） 

1.29 W/(m2･K) 
（熱橋:算入） 

1.40 W/(m2･K) 
（熱橋:算入） 

1.43 W/(m2･K) 
（熱橋:算入） 

1.64 W/(m2･K) 
（熱橋:算入） 
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家族構成 大人2人,子供2人 

(高校生1，中学生1) 
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住まい方 共働き 夫人と子供が在宅 夫人と子供が在宅 共働き(夜勤あり) 夫人と子供が在宅 
周囲の状況 両隣住宅無し 両隣住宅有り 両隣住宅無し 両隣住宅有り 両隣住宅無し 
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定格出力 8.14kW 10.47kW 11.40kW 7.56kW 6.28kW 
循環ポンプ 10L/min×5m 15L/min×5m 40L/min×5m 10L/min×5m 15L/min×5m 
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燃焼方式 ｶﾞｽ化比例制御 ｶﾞｽ化2段燃焼 ｶﾞｽ化比例制御 ｾﾐｶﾞｽ化 ｶﾞｽ化2段燃焼 
灯油消費量 0.965～0.405 L/h 1.214～0.728 L/h 1.4～0.9 L/h 0.9 L/h 0.728～0.485 L/h 
消費電力(燃焼時) 72 W 33 W 105 W 150 W 28 W 

暖
房
ボ
イ
ラ 

消費電力(点火時) 600 W 685 W 600 W 165 W 685 W 
放熱器(温水ﾊﾟﾈﾙﾋｰﾀｰ)設
置数 11ヶ所 8ヶ所 11ヶ所 8ヶ所 9ヶ所 

暖
房
機
器 

給湯蛇口個数 4ヶ所 5ヶ所 6ヶ所 6ヶ所 4ヶ所 
換気方式 第3種 第1種 第3種 第3種 第3種 
換気種類 セントラル セントラル セントラル セントラル セントラル 換

気
設
備 

運転 24時間運転 24時間運転 24時間運転 24時間運転 手動ON-OFF 
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図 3 年間単位面積当り暖房用灯油消費量， 
暖房期間平均室温と平均内外温度差 

 
 測定当時は建築基準法による換気量の確保の義務はなかったが，
Ｄ邸では現行基準法で規定されている0.5回/hの換気回数が常時確
保されていた。 
(2)暖房用灯油消費量と平均室温，平均内外温度差 
 各戸の月別暖房用灯油消費量と平均室温を表 4 に，年間暖房用灯
油消費量の実績を図 2 に，単位面積当り灯油消費量と暖房期間平均
室温及び平均内外温度差を図 3 に示す。5 戸のモニター住宅の暖房
期間は，概ね，10 月から翌年の 5 月までの，実質 7 ヶ月間であった。
暖房期間平均室温は，20.6～23.5℃となっている。また，暖房期間
平均内外温度差は，18.4～20.5℃となっており，平均室温の低いＥ
邸が最も小さくなっている。 
 年間の暖房用灯油消費量はＡ邸が最も少なく 1,222L/年で，最も多
かったのがＣ邸の 1,657L/年であった。単位面積当りの暖房用灯油
消費量についてみてもＡ邸が 9.7L/年と最も小さい。これは，Ａ邸
が気密性能が高く，換気量が比較的少なく，室温が低く保たれたた

めである。Ｄ邸は，他の 4 戸と比べ気密性能が高いが，常時換気を
行いかつ換気量を多く設定していたこと，共働きであり，どちらも
夜勤があるため家にいる時間が短く内部発生熱が少なかったことな
どが要因となり，単位面積当りの暖房用灯油消費量が大きくなって
いる。Ｄ邸で熱交換換気が採用されていれば，暖房用灯油消費量は
より少なくなったと思われる。 
 全体的に，単位面積当りの暖房用灯油消費量は，住宅性能から期
待される値より大きくなっている。これは，測定年が例年よりも寒
冷であったこと，モニター住宅の室温が高めに維持されたことがそ
の要因として挙げられる。 
        (3)暖房システム運転状況 

 モニター住宅における1月30日のボイラ入口及
び出口の温水温度変動を図 4 に示す。この日は，
ほぼ1日を通して0℃以下となった寒い日であり，
各住宅のボイラはほぼ一日中運転されている。 
 各住宅のボイラ出入口温水温度変動をみると，
Ｅ邸の一定時間及びＡ邸の僅かな時間を除いて，
全てノコギリ状の温度変動をしており，ボイラが
頻繁に on-off を繰り返しているのが分かる。 
 各住戸のボイラは，Ａ邸，Ｃ邸が 100％から 60％
程度の負荷率で比例制御が行われるガス化比例制

表 3 相当隙間面積，居間換気回数，常時機械換気風量 
住宅名と構法 Ａ邸 ( 在

来木造) 
Ｂ 邸 ( 在
来木造) 

Ｃ邸( ﾂ ｰ
ﾊﾞｲﾌｫｰ) 

Ｄ邸( ﾂ ｰ
ﾊﾞｲﾌｫｰ) 

Ｅ邸 
(鉄骨造) 

相当隙間面積 
[cm2/m2]  1.13 1.52 1.72 0.33 3.23 

居間換気回数※1 
[回/h] 0.13 0.19 0.12 0.52 0.53 

機械換気風量 
[m3/h] 60 160 94 未測定 未測定 

※1.居間換気回数は機械換気を運転中に得たものである。 

表 4 月別暖房用灯油消費量と平均室温 
A邸 B邸 C邸 D邸 E邸

年月 灯油
消費量

月平均
室温

灯油
消費量

月平均
室温

灯油
消費量

月平均
室温

灯油
消費量

月平均
室温

灯油
消費量

月平均
室温

年 月 [Ｌ] [℃] [Ｌ] [℃] [Ｌ] [℃] [Ｌ] [℃] [Ｌ] [℃]
1999 4月 114.1 21.6 128.8 24.4 182.0 22.4 173.6 23.2 120.9 21.2

5月 46.3 20.9 62.9 24.1 92.9 22.6 115.3 23.4 56.8 21.3
6月 0.0 - 0.9 - 6.0 - 7.6 - 0.0 -
7月 0.0 - 0.0 - 0.0 - 1.1 - 0.0 -
8月 0.0 - 0.0 - 0.0 - 0.0 - 0.0 -
9月 3.3 - 4.7 - 6.7 - 18.2 - 0.0 -
10月 49.7 21.3 90.7 24.9 97.5 23.1 112.9 22.8 40.2 20.8
11月 148.5 20.9 180.1 24.1 197.5 22.6 192.0 22.1 143.1 20.7

2000 12月 244.7 21.1 281.1 22.2 264.3 21.8 271.3 21.0 256.7 19.5
1月 238.5 20.9 296.6 22.8 271.1 20.8 282.0 20.4 279.6 20.2
2月 201.8 20.7 276.2 22.8 256.2 22.1 267.6 21.0 243.1 20.8
3月 175.4 21.0 233.0 22.3 213.0 22.2 215.6 20.3 195.9 20.6

合計 1,222.3 21.1 1,555.0 23.5 1,587.2 22.2 1,657.2 21.8 1,336.3 20.6
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図 4 ボイラ出入口温度変動（1 月 30 日） 
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図 5 週単位日平均内外温度差と日平均暖房用熱量の関係（日
によるバラツキを防ぐため，日平均値を週単位に集計し，
週 7 日で割返したもの） 

御方式のものが使用されており，Ｂ邸，Ｅ邸では，100％－60％－0％
とステップ上に制御されるガス化 2 段燃焼方式のボイラが採用され
ている。Ｄ邸は，ガス化方式に比べ点火時の消費電力の小さいセミ
ガス化方式のボイラが設置されている。ガス化比例制御ボイラは，
比例制御範囲内では負荷に応じた容量で運転されるが，その範囲を
下回った場合は，on-off 運転となる。住宅の実負荷よりも大きな容
量のボイラが設備されており，さらに，比例制御範囲以下の負荷が
主であったため on-off 運転となり，ノコギリ状の温度変動となった
ものである。 
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 また，Ｂ邸，Ｅ邸では日中温水温度が下げられているが，これは，
室温が上昇したため，住まい手が随時送水温度を下げたものである。
また，外気温度の比較的高い暖房開始時期や終了時期などは，夜間
はボイラを停止しているところも多い。このような居住者の行動は，
過去の経験から灯油消費量を一定の範囲内に収めようとする意識か
ら生じている。 
(4)自然温度差と熱損失係数 
 各戸の 10 月 1 日から翌年 3 月 31 日までの週単位の日平均暖房熱
量と日平均内外温度差の関係を図 5 に示す。週単位の日平均とした
のは週中，週末の生活様式や，日による日射や内部発生熱のバラツ
キを抑えるためである。日平均内外温度差と日暖房熱量の回帰直線
を図中に示す。各邸とも日平均内外温度差と日平均暖房熱量とは，
強い相関関係にあることが分かる。 
 図の回帰直線の傾きは内外温度差 1℃当りの暖房熱量，即ち，建
物の熱損失係数を表し，また，横軸切片は無暖房時の室温上昇，即
ち，自然温度差を表す。それぞれの回帰直線から求めた自然温度差
と熱損失係数を表 5 に示す。 
 回帰直線から求めた自然温度差は，Ｂ邸が 7.5℃と最も大きくな
っている。これは，子供が小さく洗濯等の給湯や風呂追焚の頻度が
多く，それが内部取得熱要因となっていること，また，吹き抜けと
なっている居間の大きな窓から十分な日射が確保されていたことに
よる。Ｄ邸の自然温度差が小さいのは，共働きであるため日中ほと
んど人がいなかったこと，隣家の住戸が近接し，日照があまり良く
なかったことによる。また，Ａ邸の自然温度差が 4.9℃と比較的大
きいのは，周囲が空き地で日照が良かったためである。 
 回帰直線から求めた熱損失係数は，Ｂ邸を除く住戸で計画値のも
のよりも小さな値となっている。これは，Ａ，Ｃ邸に関しては，換
気量が 0.1～0.2 回/h と少ないこと，Ｅ邸は常時換気が行われてい
なかったことが要因としてあげられる。また，Ｄ邸は，常時，機械
換気で 0.5 回/h の換気が確保されていたが，表 3 に示したように，
Ｄ邸の気密性能が他よりも高いことからも伺えるように，気密性の
確保しやすいツーバイフォー構法であったことや精度の高い施工が
行われたため，高い断熱性と気密性が達成されている。 

 
 
(5)日射量による自然温度差 
 図 6 は，Ｂ邸について札幌管区気象台における全天日射量の
10MJ/(m2・日)未満の日とそれ以上の日の日平均内外温度差と日平均
暖房熱量の関係をみたものである。10MJ/(m2・日)で分けたのは，こ
の年の暖房期間の平均全天日射量がおおよそ 10MJ/(m2・日)であっ
たためである。 
 全天日射量が 10MJ/(m2・日) 以上ある日の自然温度差は 7.6℃で
あり，10MJ/(m2・日)未満の日は 6.1℃となっており 1.5℃の差があ
る。この差は，図 2 に示したＢ邸の暖房期間平均内外温度差の 8％

表 5 週単位日平均内外温度差と暖房消費熱量の関係から求め
た自然温度差と熱損失係数 
住宅名 Ａ邸 Ｂ邸 Ｃ邸 Ｄ邸 Ｅ邸 

自然温度差 
[℃] 4.9 7.5 3.7 1.7 4.9 

熱損失係数 
[W/(㎡･K)] 0.94 1.49 1.28 0.97 1.59 
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図 5 週単位日平均内外温度差と日平均暖房用熱量の関係（日
によるバラツキを防ぐため，日平均値を週単位に集計し，
週 7 日で割返したもの） 

御方式のものが使用されており，Ｂ邸，Ｅ邸では，100％－60％－0％
とステップ上に制御されるガス化 2 段燃焼方式のボイラが採用され
ている。Ｄ邸は，ガス化方式に比べ点火時の消費電力の小さいセミ
ガス化方式のボイラが設置されている。ガス化比例制御ボイラは，
比例制御範囲内では負荷に応じた容量で運転されるが，その範囲を
下回った場合は，on-off 運転となる。住宅の実負荷よりも大きな容
量のボイラが設備されており，さらに，比例制御範囲以下の負荷が
主であったため on-off 運転となり，ノコギリ状の温度変動となった
ものである。 
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 また，Ｂ邸，Ｅ邸では日中温水温度が下げられているが，これは，
室温が上昇したため，住まい手が随時送水温度を下げたものである。
また，外気温度の比較的高い暖房開始時期や終了時期などは，夜間
はボイラを停止しているところも多い。このような居住者の行動は，
過去の経験から灯油消費量を一定の範囲内に収めようとする意識か
ら生じている。 
(4)自然温度差と熱損失係数 
 各戸の 10 月 1 日から翌年 3 月 31 日までの週単位の日平均暖房熱
量と日平均内外温度差の関係を図 5 に示す。週単位の日平均とした
のは週中，週末の生活様式や，日による日射や内部発生熱のバラツ
キを抑えるためである。日平均内外温度差と日暖房熱量の回帰直線
を図中に示す。各邸とも日平均内外温度差と日平均暖房熱量とは，
強い相関関係にあることが分かる。 
 図の回帰直線の傾きは内外温度差 1℃当りの暖房熱量，即ち，建
物の熱損失係数を表し，また，横軸切片は無暖房時の室温上昇，即
ち，自然温度差を表す。それぞれの回帰直線から求めた自然温度差
と熱損失係数を表 5 に示す。 
 回帰直線から求めた自然温度差は，Ｂ邸が 7.5℃と最も大きくな
っている。これは，子供が小さく洗濯等の給湯や風呂追焚の頻度が
多く，それが内部取得熱要因となっていること，また，吹き抜けと
なっている居間の大きな窓から十分な日射が確保されていたことに
よる。Ｄ邸の自然温度差が小さいのは，共働きであるため日中ほと
んど人がいなかったこと，隣家の住戸が近接し，日照があまり良く
なかったことによる。また，Ａ邸の自然温度差が 4.9℃と比較的大
きいのは，周囲が空き地で日照が良かったためである。 
 回帰直線から求めた熱損失係数は，Ｂ邸を除く住戸で計画値のも
のよりも小さな値となっている。これは，Ａ，Ｃ邸に関しては，換
気量が 0.1～0.2 回/h と少ないこと，Ｅ邸は常時換気が行われてい
なかったことが要因としてあげられる。また，Ｄ邸は，常時，機械
換気で 0.5 回/h の換気が確保されていたが，表 3 に示したように，
Ｄ邸の気密性能が他よりも高いことからも伺えるように，気密性の
確保しやすいツーバイフォー構法であったことや精度の高い施工が
行われたため，高い断熱性と気密性が達成されている。 
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に相当する。したがって，省エネルギーのためには，冬期の日射の
確保は極めて重要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (6)暖房システムにおける部分負荷とボイラ効率 
 ボイラの定格灯油消費量に対する時間平均灯油消費量を灯油負荷
率と呼ぶこととする。灯油負荷率とボイラで消費された灯油のみを
対象としたボイラ効率の関係と，灯油消費量と電力量の両方を対象
としたボイラ総合効率の関係を，1 時間平均，24 時間平均，72 時間
平均でみたものを図 7～9 に示す。 
 1 時間平均でみた図 7 では，全体的にバラツキが大きくなってい
る。一般に温水セントラル暖房システムでは，いくつかの系統に分
けて配管されており，各系統の負荷は一定ではなく，また，温水の
流れも放熱器に設けられた自力式のバルブによって制御され複雑な 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8 定格灯油消費量に対する 24 時間平均灯油負荷率と灯油消費
のみを対象としたボイラ効率と電力量を含むボイラ総合効率 

図 7 定格灯油消費量に対する 1 時間平均灯油負荷率と灯油消費の
みを対象としたボイラ効率と電力量を含むボイラ総合効率 

図 9 定格灯油消費量に対する 72 時間平均灯油負荷率と灯油消費
のみを対象としたボイラ効率と電力量を含むボイラ総合効率 

図 6 Ｂ邸の全天日射量の違いによる週単位日平均内外温度差
と日平均暖房用熱量の関係（日によるバラツキを防ぐた
め，日平均値を週単位に集計し，週 7 日で割返したもの） 
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表 6 年間暖房用ボイラ効率の算出 
モニター住宅 Ａ邸 Ｂ邸 Ｃ邸 Ｄ邸 Ｅ邸 

①年間暖房用灯油消費量[L] 1,222 1,550 1,583 1,657 1,336 
②年間ボイラ使用電力量[kWh] 540 1,141 816 519 683 
③年間投入熱量（注 1）（=①×36.7MJ/L
＋②×3.6MJ/kWh）[MJ] 46,798 61,002 61,049 62,698 51,504 

④年間投入熱量における電力量の
占める割合[%] 4.2 6.7 4.8 3.0 4.8 

⑤年間二次側暖房熱量[MJ] 33,626 48,906 56,929 49,561 42,135 
⑥年間ボイラ効率（＝⑤÷（①×
36.7MJ/L））[%] 75.0 86.0 98.0 81.5 85.9 

 (参考)ｶﾀﾛｸﾞによる定格効率  [%] 82.7 84.6 79.9 82.4 84.6 
⑦年間ボイラ総合効率（電力量含む
ボイラ効率） [%] 71.9 80.2 93.3 79.0 81.8 

⑧年間ボイラ総合効率における電
力 量 の 寄 与 率  [%]( ＝ ② ×
3.6MJ/kWh÷③×⑦ 

3.0 5.4 4.5 2.4 3.9 

⑨実測から得られた熱損失係数を
用いて算出した必要熱源容量（※1）
[kW] 

3.55 5.79 4.85 3.93 4.93 

⑩既設ボイラ能力と必要熱源容量
の比（＝表 1 ボイラ定格出力÷⑨） 2.3 倍 1.8 倍 2.3 倍 1.9 倍 1.3 倍 

⑪設計計算熱損失係数から算出し
た熱源容量[kW]（※1） 5.63 5.00 5.29 5.82 5.09 

⑫既設ボイラ能力と設計計算熱損
失係数から求めた熱源容量との
比（＝表 1 ボイラ定格出力÷⑪） 

1.4 倍 2.1 倍 2.2 倍 1.3 倍 1.2 倍 

⑬Ｄ邸との年間ボイラ使用電力量
の差 [kWh] 21 622 297 － 164 
⑭⑬の使用電力量差による電力料
金の差額(注 2)[円/年] 472 13,970 6,670 － 3,683 

（注 1）灯油発熱量は，36.7MJ/L とした。 
（注 2）電力料金は 22 円 46 銭（北海道電力 従量電灯料金 120～280kWh までの料

金）とした。 
（※1）室温 20℃，外気温度-10℃とし（内外温度差 30℃）として算出した。 

系となっており，この時間遅れの影響を取り除くためには長いタイ
ムスパンで解析を行うことが有効である。 
 そこで，ここでは，システムの時間遅れの影響を取り除くために
長時間について整理した。24 時間で整理した図 8 と，72 時間で整理
した図 9 では，時間遅れの影響が小さくなっており，Ｃ邸を除き，
ボイラ効率は 80％前後に収斂している。灯油消費のみを対象とした
ボイラ効率と電力量を含むボイラ総合効率を比べると，灯油負荷率
の高いところではほぼ同じであるが，灯油負荷率の低いところでは
ボイラ総合効率が灯油消費のみの効率より低くなっており，ボイラ
の電力消費量の影響を受けていることが分かる。 
 モニター住宅のボイラは全て灯油をガス化するもので，着火時は
ガス化のための灯油加熱に電気ヒーターが使用される。ボイラで使
用される電力量の多くが灯油加熱用の電力量であると思われる。電
気ヒーターは炉内部に設置されているため，灯油加熱用の電気は結
果的に温水加熱に使用されたとみてよい。 
 さらに，図 8，9 では，一般に予想される，灯油負荷率の低いとこ
ろにおけるボイラ効率の低下はみられない。 
 灯油ボイラの場合，ボイラ温水入口温度が設定値以下になると燃
焼が開始され，温水出口温度が設定値になるまで燃焼が続けられる。
この 1 サイクルの運転は，図 10 に示すように，燃焼が開始されてか
ら温水出口温度が設定値になるまで一定時間（図 10 のＡ邸では 10
分程度）定格燃焼が継続される。このため，燃焼開始時の低い効率
はその後の定格燃焼によって吸収され，定格効率に近いボイラ効率
が確保される。灯油負荷率が低い場合でも，こ
の 1 サイクルの運転が基本となっているため，
ボイラ効率は低下しない。もちろん，灯油負荷
率が高い場合は，定格燃焼時間が長くなるため，
ボイラ効率はさらに定格効率に近くなる。 
 また，Ｃ邸の効率が高くなっているが，これ
は熱電対等の僅かな測定誤差の影響によるもの
と思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (7)年間ボイラ効率 
 年間暖房熱量と年間暖房用灯油消費量，年間
ボイラ使用電力量を用いて，灯油のみを対象と
した年間ボイラ効率と，電力量を含む年間ボイ
ラ総合効率を算出した。結果を表 6 に示す。 
 年間ボイラ効率は，Ｃ邸が最も高いが，前述
のように測定誤差が考えられることから，Ｃ邸
以外の 4 住戸について考察を行う。 
 Ｃ邸以外の 4 住戸で最もボイラ効率の高いの

はＢ邸とＥ邸で 86％となっている。しかし，電力量を含む年間ボイ
ラ総合効率は，連続燃焼が多く，灯油ガス化用電力量が少ないＥ邸
の方が 1.6％高い 81.8％となっている。また、灯油ガス化にあまり
電力を使用しない方式のＤ邸では，ボイラ単体の効率は 81.5％とＢ
邸、Ｅ邸より低いが，ボイラ総合効率は 79％と、Ｂ邸とほぼ同じ値
となっている。ボイラで使用される電力量は，年間 500kWh から
1,100kWh となっており，灯油と電力量を合わせた年間投入熱量の 2
～6％を占めている。 
 Ｅ邸のボイラ容量は，実測結果から算出した必要熱源容量の 1.3
倍となっており，モニター住宅の中で最も小さく，連続暖房に適し
た容量であったため効率が高くなっている。Ｂ邸は，ボイラ容量が
実測で求めた必要熱源容量の 1.8 倍となっているが，ガス化 2 段燃
焼方式（0％－60％－100％制御）のボイラを使用しており，この種
のボイラはメーカーへの聞き取り調査によると 60％時の運転効率
が高く，on-off の頻度の多いＢ邸では 60％程度での運転が長かった
ため効率が高くなったと考えられる。しかし，発停が頻繁に行われ
た結果，電力量が最も多くなっており，ボイラ総合効率はＥ邸を下
回っている。 
 一方、Ａ邸の効率が低いのは，熱源容量が必要容量より 2.3 倍と
大きかったためである。 
 また，ガス化にあまり電力量を必要としないセミガス化ボイラを
使用するＤ邸の電力量を他の住戸と比較すると，電力量の差は大き
く，電気料金にすると発停の多いＢ邸とでは年間約 1 万 4 千円の差

図 10 Ａ邸のボイラ出入口温水温度変動
と循環流量 
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表 6 年間暖房用ボイラ効率の算出 
モニター住宅 Ａ邸 Ｂ邸 Ｃ邸 Ｄ邸 Ｅ邸 

①年間暖房用灯油消費量[L] 1,222 1,550 1,583 1,657 1,336 
②年間ボイラ使用電力量[kWh] 540 1,141 816 519 683 
③年間投入熱量（注 1）（=①×36.7MJ/L
＋②×3.6MJ/kWh）[MJ] 46,798 61,002 61,049 62,698 51,504 

④年間投入熱量における電力量の
占める割合[%] 4.2 6.7 4.8 3.0 4.8 

⑤年間二次側暖房熱量[MJ] 33,626 48,906 56,929 49,561 42,135 
⑥年間ボイラ効率（＝⑤÷（①×
36.7MJ/L））[%] 75.0 86.0 98.0 81.5 85.9 

 (参考)ｶﾀﾛｸﾞによる定格効率  [%] 82.7 84.6 79.9 82.4 84.6 
⑦年間ボイラ総合効率（電力量含む
ボイラ効率） [%] 71.9 80.2 93.3 79.0 81.8 

⑧年間ボイラ総合効率における電
力 量 の 寄 与 率  [%]( ＝ ② ×
3.6MJ/kWh÷③×⑦ 

3.0 5.4 4.5 2.4 3.9 

⑨実測から得られた熱損失係数を
用いて算出した必要熱源容量（※1）
[kW] 

3.55 5.79 4.85 3.93 4.93 

⑩既設ボイラ能力と必要熱源容量
の比（＝表 1 ボイラ定格出力÷⑨） 2.3 倍 1.8 倍 2.3 倍 1.9 倍 1.3 倍 

⑪設計計算熱損失係数から算出し
た熱源容量[kW]（※1） 5.63 5.00 5.29 5.82 5.09 

⑫既設ボイラ能力と設計計算熱損
失係数から求めた熱源容量との
比（＝表 1 ボイラ定格出力÷⑪） 

1.4 倍 2.1 倍 2.2 倍 1.3 倍 1.2 倍 

⑬Ｄ邸との年間ボイラ使用電力量
の差 [kWh] 21 622 297 － 164 
⑭⑬の使用電力量差による電力料
金の差額(注 2)[円/年] 472 13,970 6,670 － 3,683 

（注 1）灯油発熱量は，36.7MJ/L とした。 
（注 2）電力料金は 22 円 46 銭（北海道電力 従量電灯料金 120～280kWh までの料

金）とした。 
（※1）室温 20℃，外気温度-10℃とし（内外温度差 30℃）として算出した。 

系となっており，この時間遅れの影響を取り除くためには長いタイ
ムスパンで解析を行うことが有効である。 
 そこで，ここでは，システムの時間遅れの影響を取り除くために
長時間について整理した。24 時間で整理した図 8 と，72 時間で整理
した図 9 では，時間遅れの影響が小さくなっており，Ｃ邸を除き，
ボイラ効率は 80％前後に収斂している。灯油消費のみを対象とした
ボイラ効率と電力量を含むボイラ総合効率を比べると，灯油負荷率
の高いところではほぼ同じであるが，灯油負荷率の低いところでは
ボイラ総合効率が灯油消費のみの効率より低くなっており，ボイラ
の電力消費量の影響を受けていることが分かる。 
 モニター住宅のボイラは全て灯油をガス化するもので，着火時は
ガス化のための灯油加熱に電気ヒーターが使用される。ボイラで使
用される電力量の多くが灯油加熱用の電力量であると思われる。電
気ヒーターは炉内部に設置されているため，灯油加熱用の電気は結
果的に温水加熱に使用されたとみてよい。 
 さらに，図 8，9 では，一般に予想される，灯油負荷率の低いとこ
ろにおけるボイラ効率の低下はみられない。 
 灯油ボイラの場合，ボイラ温水入口温度が設定値以下になると燃
焼が開始され，温水出口温度が設定値になるまで燃焼が続けられる。
この 1 サイクルの運転は，図 10 に示すように，燃焼が開始されてか
ら温水出口温度が設定値になるまで一定時間（図 10 のＡ邸では 10
分程度）定格燃焼が継続される。このため，燃焼開始時の低い効率
はその後の定格燃焼によって吸収され，定格効率に近いボイラ効率
が確保される。灯油負荷率が低い場合でも，こ
の 1 サイクルの運転が基本となっているため，
ボイラ効率は低下しない。もちろん，灯油負荷
率が高い場合は，定格燃焼時間が長くなるため，
ボイラ効率はさらに定格効率に近くなる。 
 また，Ｃ邸の効率が高くなっているが，これ
は熱電対等の僅かな測定誤差の影響によるもの
と思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (7)年間ボイラ効率 
 年間暖房熱量と年間暖房用灯油消費量，年間
ボイラ使用電力量を用いて，灯油のみを対象と
した年間ボイラ効率と，電力量を含む年間ボイ
ラ総合効率を算出した。結果を表 6 に示す。 
 年間ボイラ効率は，Ｃ邸が最も高いが，前述
のように測定誤差が考えられることから，Ｃ邸
以外の 4 住戸について考察を行う。 
 Ｃ邸以外の 4 住戸で最もボイラ効率の高いの

はＢ邸とＥ邸で 86％となっている。しかし，電力量を含む年間ボイ
ラ総合効率は，連続燃焼が多く，灯油ガス化用電力量が少ないＥ邸
の方が 1.6％高い 81.8％となっている。また、灯油ガス化にあまり
電力を使用しない方式のＤ邸では，ボイラ単体の効率は 81.5％とＢ
邸、Ｅ邸より低いが，ボイラ総合効率は 79％と、Ｂ邸とほぼ同じ値
となっている。ボイラで使用される電力量は，年間 500kWh から
1,100kWh となっており，灯油と電力量を合わせた年間投入熱量の 2
～6％を占めている。 
 Ｅ邸のボイラ容量は，実測結果から算出した必要熱源容量の 1.3
倍となっており，モニター住宅の中で最も小さく，連続暖房に適し
た容量であったため効率が高くなっている。Ｂ邸は，ボイラ容量が
実測で求めた必要熱源容量の 1.8 倍となっているが，ガス化 2 段燃
焼方式（0％－60％－100％制御）のボイラを使用しており，この種
のボイラはメーカーへの聞き取り調査によると 60％時の運転効率
が高く，on-off の頻度の多いＢ邸では 60％程度での運転が長かった
ため効率が高くなったと考えられる。しかし，発停が頻繁に行われ
た結果，電力量が最も多くなっており，ボイラ総合効率はＥ邸を下
回っている。 
 一方、Ａ邸の効率が低いのは，熱源容量が必要容量より 2.3 倍と
大きかったためである。 
 また，ガス化にあまり電力量を必要としないセミガス化ボイラを
使用するＤ邸の電力量を他の住戸と比較すると，電力量の差は大き
く，電気料金にすると発停の多いＢ邸とでは年間約 1 万 4 千円の差

図 10 Ａ邸のボイラ出入口温水温度変動
と循環流量 
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となっている。このように経費の観点からも熱源容量の適正化と燃
焼等に係わる電力量の削減が必要である。 
 以上のことから，効率の良い運転を行うためには，必要熱源容量
に近い容量のボイラを選定することが，重要になってくる。 
(8)暖房熱源容量設定の考え方について 
 設計時計算熱損失係数を用いて内外温度差を 30℃（外気-10℃，
室内 20℃）として求めた熱源容量（以降、計算熱源容量とする）と
既設ボイラ能力の割合を表 6 に示す。Ｂ邸，Ｃ邸は計算熱源容量の
2 倍以上となっているが，Ａ邸，Ｄ邸，Ｅ邸は 1.2～1.4 倍の容量と
なっており，ボイラ容量算定において計算熱源容量に対し極端な割
増はみていないことがわかる。同じ表 6 に示した実測から推計して
得られた熱損失係数を用いて算出した必要熱源容量と比べると，施
工が良く設計値より実測推計値の方が小さくなっているＡ邸，Ｄ邸
では，結果的にボイラ容量が必要容量の 2 倍前後と過大となったた
め，年間のボイラ効率が若干低くなっている。 
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 適正な暖房用熱源容量設定のためには，建設される住宅の熱的性
能を正確に把握することが重要である。 
 年間の時間毎の灯油負荷率と出現時間割合を示した図 11 を見る
と，ボイラ容量が大きいＡ邸，Ｂ邸，Ｄ邸では灯油負荷率 50％以下
での運転が 9 割以上を占めており，ボイラ容量はかなり余裕がある
ことが分かる。ボイラ容量が必要熱源容量に近いＥ邸は，ボイラ負
荷率が 50％を超える運転時間が 32％を占めており，他の住宅では見
られない 90％以上の運転も見られるが，90％以上の年間運転時間割
合は 1％以下であり，この容量でも余力がある。Ｃ邸がボイラ負荷
率 50％以上のところでの運転がみられるのは間欠運転によるため
である。 
 以上のことより，設計時における熱源容量の選定においては，Ｅ
邸に見られるように 2～3 割の余裕を見込むことで十分な容量が確
保される。このように熱源容量の割増を小さくすることによって，
ボイラ容量の多少の違いによるコスト差は僅かであるためイニシャ
ルコストの大きな削減は期待できないが，若干のコスト削減と，年
間のボイラ効率の向上による省エネルギー効果が期待できる。また，
頻繁な on-off による電気消費量の削減を図ることも可能である。 
 また，Ｃ邸のように間欠運転を行う住宅においては，暖房時間の
98％はボイラ負荷率 70％以内に入っていることから，ボイラ容量の
7 割程度の容量（ボイラ容量 11.04kW×70％＝7.73kW）で暖房負荷に
対応することが出来る。この容量は表 6 の実測から得られた熱損失
係数を用いて算出した熱源容量の 1.6 倍の容量に相当しており，間
欠運転においては必要熱源容量に対し 6 割程度の割増で十分な容量
が確保できる。 
 
3. まとめ 
 本調査では，寒冷地に建つ平成 4 年の省エネルギー基準の性能を
上回る高断熱・高気密住宅における住宅性能及び暖房システムの実
測調査を行い，以下の結果が得られた。 
(1)実測住宅の相当隙間面積 
 鉄骨造は一般に構法上気密性能を確保することが難しいが、本調
査で測定した相当隙間面積においてもツーバイフォー構造のＤ邸が
0.33cm2/m2、在来木造のＡ邸，Ｂ邸が 1.1～1.7cm2/m2 であったのに
対し，鉄骨造のＥ邸は 3.2cm2/m2 と大きかった。今後，様々な工夫
により気密性能を向上させる必要がある。ただし，気密性能の高い
住宅においても換気量の確保が必要であり，多量のエネルギー消費
が予想されることから，熱交換換気などの省エネルギー手法の採用
が欠かせない。 
(2)住宅の熱的性能と自然温度差 
 平均内外温度差と暖房熱量から算定した熱損失係数は 0.94～
1.59W/(m2･K)となっており、熱損失係数の最も小さな住宅（Ａ邸）
の暖房用灯油消費量が最も少なかった。しかし，一方で，Ａ邸と熱
損失係数が同値のＤ邸は暖房用灯油消費量がモニター住宅中最大と
なった。これは，Ａ邸に比べ日射が少なく，また，共働きであった
ため内部発生熱も少なく，自然温度差が小さかったためである。暖
房用エネルギー消費を少なくするためにはさらなる高断熱・高気密
化に加え、地域特性（日照時間）や日射受熱量に対する建物の方位
に対する配慮等をより一層高めなければならない。 図 11 灯油負荷率と年間時間出現割合 
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(3)住まい方と暖房用灯油消費量 
 暖房期間は 7 ヶ月に及び年間灯油消費量は 1.2～1.6kL であった。
居住者は家計負担を考慮して，灯油消費量がこの範囲内に収まるよ
うに，室温が高いときは送水温度下げたり，外気温の高い時期は夜
間にボイラを止めるなどの暖房行動を取っている。気密性能が低く
熱損失の大きな住宅では、常時使用していない部屋の室温設定を低
くするなどして，年間暖房費用の増大を避けている。しかし，一方
で，灯油消費量を少なくすることの可能な熱的性能の高い住宅にお
いて、全室で高い室温設定を行っているために灯油消費が削減され
ない状況が多々見受けられる。したがって、熱的性能の高い住宅に
おいても、暖房用エネルギー削減のためには、室温管理の徹底が重
要になってくる。 
(4)熱源容量の考え方 
 設計時における熱源容量の選定においては，Ｅ邸に見られるよう
に 2～3 割の余裕を見込むことで十分な容量が確保される。また，設
計熱源容量に対する割増を小さくすることによって若干のイニシャ
ルコストの低減と，ボイラ効率の向上による省エネルギー，並びに
頻繁な on-off による電気消費量の削減を図ることができる。Ｃ邸の
ように間欠運転を行う住宅においては，必要熱源容量に対し 6 割程
度の割増で年間のほぼ全ての暖房負荷に対応することが可能である。 
(5)ボイラ効率 
 実測結果から得られたボイラ総合効率は 72～93％であった。実測
結果から推計した必要熱源容量と実際のボイラ能力の割合は 1.3～
2.3 倍となっていたが，必要熱源容量に対する割増の違いによるボ
イラ総合効率への影響は 1 割に満たなかった。しかし、今後の省エ
ネルギー設計を考えると、この 1 割を暖房設備計画の課題にする必
要がある。 
 また、ほとんどの実測住戸において、過大な熱源容量による頻繁
な発停が観察された。頻繁な発停は、機器寿命の短縮，電力消費と
電気料金の増大，ボイラ総合効率の低下に結びつく。適正熱源容量
の選定，低出力機器の開発や低電力でガス化が可能な機器等の開発
が必要である。 
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